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　東京築地市場の移転先である豊洲市
場の土壌汚染が食の安全安心を脅かす
と大きな社会問題となっています。この土
壌汚染について、考えてみたいと思いま
す。
　本来、土壌は水や空気と同じように、ヒ
トを含む生物にとって不可欠なもので、そ
れに含まれる養分や水分が、私たちの口
にする農作物をも育みます。また、地上に
降った雨は土壌に含まれる養分を溶かし
出し、ミネラル豊富な地下水となります。
　ところが、このような働きを持つ土壌
が、工場等で使用される有害物質の流出
など不適切な管理によって汚染され、土
壌汚染という深刻な事態を招いてきまし
た。そこで、国は健康リスクを低減させ、有
害物質が私たちの体内に取り込まれる摂
取経路を遮断することを目的に平成15年
２月15日に「土壌汚染対策法（以下、土対
法と略す）」を施行しました。
　なお、この土壌汚染には、工場などの生
産活動に伴う人為的汚染以外の自然由
来（地質等）によるものも含まれます。
１　規制項目について
　土対法では、土壌を汚染する物質が私
たちに及ぼす影響を「リスク」として評価
し、そのリスクを「地下水等経由の摂取リ
スク」と「直接摂取のリスク」の2つに分類
し、規制しています。
　前者の「地下水等経由の摂取リスク」
は、土壌に含まれる有害物質が地下水に
溶け出し、その地下水を摂取することによ
る摂取のリスクを示しています。これは土
壌汚染現場の近くに飲用井戸などがある
場合で、表に示した第一種、第二種及び
第三種特定有害物質として計25物質が
指定され、その「土壌溶出量基準」が設定
されています。
　また、後者の「直接摂取のリスク」は、子
供たちが砂遊びをしているとき、手につい
た土壌や風で飛散した土壌を口に入れた
りする場合で、第二種特定有害物質であ

る９物質について、「土壌含有量基準」が
設定されています。
　なお、土対法施行令の改正により揮発
性有機化合物（VOC）であるクロロエチレ
ンが第一種特定有害物質に追加施行さ
れ計26物質になります（平成29年４月１
日付け）。
２　土壌汚染調査とは
　土地所有者等には、土壌汚染状況を適
時適切に把握するため、汚染の可能性の
ある土地について、以下の３つのケース
に土壌汚染調査が求められています。こ
の調査は、環境大臣指定の「指定調査機
関」が当たり、「技術管理者」資格を取得し
た者が中心的な役割を果たします。
①　有害物質使用特定施設の使用を廃
　　止したとき（土対法第３条）
②　一定規模（3000㎡）以上の土地の形
　　質変更（掘削等）で都道府県知事等
　　が調査の必要を認めたとき（土対法
　　第４条）
③　土壌汚染により健康被害が発生する
　　おそれがあると知事等が認めるとき
　　（土対法第５条）
３　土壌汚染が判明した場合の対策
　土地所有者等は、土壌汚染調査の結果
を知事等に報告しなければなりません。
知事等は、基準を超過した場合には、「健
康被害の恐れの有無」を評価し、「要措置
区域」又は「形質変更時要届出区域」とし
て、土地所有者等に汚染除去等の措置を
指示し、又は土地の形質変更計画の届出
を求めることになります。
　特に、「要措置区域」については、知事
等は土地所有者等に対し、土地の汚染状
況や利用の仕方に応じて、地下水の水質
測定、物理的封じ込め、盛土、汚染土壌の
除去などを指示することになります。汚染
除去等の措置後、一定期間のモニタリン
グで異常が無ければ規制区域が解除さ
れることになります。
　なお、東京豊洲市場での土壌汚染問題

は、工場跡地への土壌入れ替えや盛土等
の措置が取られた建設地にもかかわら
ず、特定有害物質であるベンゼン、シアン
などが地下水から環境基準を超えて検出
され、汚染対策の措置が十分であったか
疑問視されています。
４　土壌汚染はどのように広がるか　
　有害物質による土壌汚染は、図に示し
たように地下水を汚染しながら周囲に広
がっていくと考えられています3）。　
　特に、第一種特定有害物質であるVOC
（ベンゼンを除く）は揮発性、低粘性で水
より重く、また、土壌中で分解し難く、土壌
中を浸透し、地下水に移行し易い性質を
有しています。以前、VOCは洗浄能力が高
いため、金属加工品やクリ－ニングの洗
浄溶剤として多方面に大量に使用されて
いました。現在では、VOCの一部が規制に
基づき使用されています。
　また、特定のVOC、例えばテトラクロロ
エチレンは土壌中で微生物等による脱塩
素化で、1,1-ジクロロエチレン、シス-１,2
－ジクロロエチレン、トリクロロエチレン
などに分解することが知られています。こ
れら分解生成物も規制の対象となります
ので、その当時使用履歴が無くとも後年、
分解生成物が基準超過で検出されるケー
スもあります。
　さらに、地下水汚染に関しては25項目
の特定有害物質が規制対象となっていま
すが、汚染物質が複数ある場合、その物
質ごとに汚染の拡散浸透の状況が異なる
場合があるため、各々の汚染範囲を特定
しなければならず、汚染調査では多大な
時間と労力を要することとなります。
　　　　＊　＊　＊　＊　＊
　弊社でも土対法に基づく土壌溶出量基
準や含有量基準に係る検査を行っており
ますので、ご相談ください。
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土壌汚染対策法について
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図　特定有害物質の土壌汚染の広がり方（イメージ）

注：平成28年3月24日土壌汚染対策法施行令の一部を改正する政令（平成28年政令第74号）が公布され、特定有害物質の第一種特定有害物質としてク
ロロエチレン（土壌溶出量基準：検液1Lにつき0.002mg以下であること）が追加指定されたため、25物質から26物質となります。この施行は平成
29年4月1日からでありますが、同日以降に法第14条に基づく申請を行う場合は、クロロエチレンについても書類を提出する必要があります。

四塩化炭素
1,2- ジクロロエタン
1,1- ジクロロエチレン
シス -1,2- ジクロロエチレン
1,3- ジクロロプロペン
ジクロロメタン
テトラクロロエチレン
1,1,1- トリクロロエタン
1,1,2- トリクロロエタン

トリクロロエチレン
ベンゼン

カドミウム及びその化合物

六価クロム化合物

シアン化合物

水銀及びその化合物

セレン及びその化合物

鉛及びその化合物

砒素及びその化合物

ふっ素及びその化合物

ほう素及びその化合物

シマジン

チオベンカルブ

チウラム

ポリ塩化ビフェニル (PCB)
有機りん化合物

土壌１kgにつきカドミウム
150mg以下であること

土壌１kgにつき六価クロム
250mg以下であること

土壌１kgにつき
遊離シアン50mg以下であること

土壌１kgにつき水銀１5mg以下であること

土壌１kgにつきセレン150mg以下であること

土壌１kgにつき鉛150mg以下であること

土壌１kgにつき砒素150mg以下であること

土壌１kgにつきふっ素4,000mg以下であること

土壌１kgにつきほう素4,000mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.002mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.004mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.1mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.04mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.002mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.02mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつき１mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.006mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.03mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつきカドミウム 0.01mg以下であること

検液１Ｌにつき六価クロム 0.05mg以下であること

検液中にシアンが検出されないこと

検液１Ｌにつき水銀 0.0005mg 以下であり、
かつ、検液中にアルキル水銀が検出されないこと

検液１Ｌにつきセレン 0.01mg以下であること

検液１Ｌにつき鉛 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつき砒素 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつきふっ素 0.8mg 以下であること

検液１Ｌにつきほう素 1mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.003mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.02mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.006mg以下であること

検液中に検出されないこと

検液中に検出されないこと 

特定有害物質の種類 ＜地下水の摂取などによるリスク＞
土壌溶出量基準

＜直接摂取によるリスク＞
土壌含有量基準
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表　規制項目

汚染の発生源

地表面

帯水層

不透水層

トリクロロエチレン
ベンゼン
などのVOC

第
一
種

汚染の発生源

六価クロム
第
二
種

汚染の発生源

砒素、ふっ素、
ほう酸

第
二
種

汚染の発生源

農薬、PCB
第
三
種

第
二
種
カドミウム、シアン、
水銀、セレン、鉛




